
平成２４年度第３回市川市幼児教育振興審議会 
 

日時：平成２４年１１月２９日（木） 

                   午後２時３０分から 

場所：市川市役所３階 第４委員会室 

 

 

            次       第 

 

 

１． 議 題  

（１）第２回審議会視察会報告について 

（２）子ども・子育て関連３法による変化の内容について 

 

その他  

     ・教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検評価報告書 

（平成２３年度対象）の報告について  

・次回開催日程について 

 

 

 

 

 

 

 

○当日配布資料 

次  第 

第２回審議会視察会報告             Ｐ１ ～ Ｐ ８ 

子ども・子育て関連３法による変化の内容について Ｐ１ ～ Ｐ１７                      

点検・評価報告書（平成２３年度対象）      冊子 
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習志野市立 杉の子こども園  ①       平成 24 年 7 月 10 日（月）

駐車場からの園庭 ↑ 

玄関入口 ↑ 

ピロティ ↑ 

駐車場 ↑ 

園庭 ↑ 

杉の子こども園 

全景 → 
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習志野市立 杉の子こども園  ②       平成 24 年 7 月 10 日（月）

遊戯室での説明 ↑ 遊戯室 ↑ 

キッズホール ↑ 

乳児玄関 ↑ 

エレベーター ↑ 

２F 廊下 ↑ 

２F 廊下 ↑ 

２F 廊下 ↑ 
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習志野市立 杉の子こども園  ③       平成 24 年 7 月 10 日（月）

幼児用多目的室 ↑ ソーラーパネルモニター ↑

幼児多目的室 ↑ 可動式壁 ↑ 

玄関ホール ↑ 調理室 ↑ 

屋上デッキ 洗い場 ↑ 屋上デッキ  ↑ 







子ども・子育て関連３法に 
よる変化の内容について 

こども部 子育て支援課 
平成24年11月29日 
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子ども・子育て関連３法 

（１）子ども・子育て支援法 

   《内容》  ○教育・保育にかかる給付 
            ○地域子ども・子育て支援事業、など 

（２）就学前の子どもに関する教育、保育等の 
   総合的な提供の推進に関する法律の一部を 
   改正する法律 
    《内容》      ○認定こども園法の一部改正 

（３）関係法律の整備等に関する法律 
      《内容》  ○上記２法の施行に伴う児童福祉法等関係法律の整備 
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主な目的 

（１）質の高い幼児期の学校教育、保育の 
   総合的な提供 
（２）保育の量的拡大・確保 
   ・待機児童の解消 
   ・地域の保育を支援 
（３）地域の子ども・子育て支援の充実 
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教育・保育に係る施設・事業者 
分類 施設・事業 認可 確認 指導監督 

教育・保育施設 認定こども園 県 市 県・市 
幼稚園 
保育園 

地域型保育事業 小規模保育 市 市 
家庭的保育 
居宅訪問型保育 
事業所内保育 

※「確認」について 
・給付支給対象施設・事業者であることの「確認」 
・子どもの区分（①３歳以上保育不要、②３歳以上保育要、③３歳未満保育要）ごと 
 の利用定員を定める。 
・確認を行なった場合は、公示が必要 

※市は、上記施設・事業の運営基準を条例で定める必要がある。 
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教育・保育施設、地域型保育 
行政の関与についての変更点 

※施設型給付の対象として確認を受けない幼稚園 
  は、私学助成を継続。 
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子ども・子育て支援給付（児童手当以外） 

○保護者に対する給付であるが、法定代理受領により、市が施設・事業者に対し 
  支払い 
○施設型給付･･･認定こども園・幼稚園・保育園 
○地域型保育給付・・・小規模保育・家庭的保育・居宅訪問型保育・事業所内保育 
《施設型給付・地域型保育給付のイメージ》 
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認定こども園 

■幼保連携型認定こども園について制度の改善 

 
 
 
 
■幼稚園型・保育所型・地方裁量型の認定こども園の改善 
  ･･･財政措置（施設型給付）の一本化 
■幼稚園・保育園からの移行は義務づけず、政策的な促進 

現行 新たな制度 

幼稚園・保育園で別々の認可・指導監
督・財政措置 

認可・指導監督・財政措置（施設型給
付）の一本化 

《設置主体》 
・幼稚園部分：国・地方公共団体 
         ・学校法人 
・保育園部分：設置主体制限なし 

《設置主体）  
国・地方公共団体・学校法人・ 
社会福祉法人 
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地域型保育 

■事業 
  ・小規模保育（利用定員６人～１９人） 
  ・家庭的保育（利用定員５人以下） 
  ・居宅訪問型保育 
  ・事業所内保育 
   （従業員だけでなく、地域の子どもに対する保育を提供） 
■対象･･･満３歳未満の保育の必要な子ども 
       ※教育・保育体制の整備状況等を勘案して市が必要とであると認める場合は、 
           ３歳以上でも 支給対象 

■事業主体  法人でなくてもよい 
■認可・確認・指導監督、全て実施主体は市 
■認定こども園・幼稚園・保育園と連携させる。 
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地域子ども・子育て支援事業 
■対象事業 
・利用者支援（＝子育て支援コーディネーター） 
・地域子育て支援拠点事業 ・一時預かり ・乳児家庭全戸訪問事業 
・養育支援訪問事業 ・ファミリー・サポート・センター事業 
・子育て短期支援事業 ・延長保育事業 ・病児・病後児保育事業 
・放課後児童クラブ ・妊婦健診 ・実費徴収にかかる補足給付を行なう事業 
・多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 
 （例：民間事業者の参入の促進に関する調査研究） 
■負担割合  不明（国・県は「予算の範囲内で交付金を交付することができる」） 
■大きな変化が示されている事業 
 ①放課後児童クラブ 
   ・対象年齢の見直し（おおむね10歳未満 → 小学生） 
   ・基準について条例制定が必要 
 ②一時預かり 
   ・利用の拡大 
     国の予算：＋1,000億円 
     国の利用見込み：H24年度 365万日 → 5,755万日 
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市町村子ども・子育て支援事業計画 ① 
■計画期間：５年を１期とする 
■必須記載事項 
  ①教育・保育施設、地域型保育 
    区域ごと・子どもの区分ごとに、各年度の必要利用定員・提供体制 
    確保の内容・実施時期 
  ②地域子ども・子育て支援事業 
    区域ごとに、各年度の事業量の見込み・提供体制確保の内容・実施 
    時期 
  ③幼保連携型認定こども園の推進体制について 
  《①のイメージ》 
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市町村子ども・子育て支援事業計画 ② 

■努力義務記載事項 
 ①産休・育休明けの、教育・保育施設等の円滑な利用の確保について 
 ②虐待児・障害児等にかかる都道府県施策との連携について 
 ③ワーク・ライフ・バランスについて 
■策定の流れ 
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地方版子ども・子育て会議 
■設置・・・努力義務、設置の場合は条例で定める 
   ○子ども・子育て支援法第77条 
     市町村は条例で定めるところにより、次に掲げる事務を処理するため、 
     審議会その他の会議制の機関を置くよう努めるものとする。 
■役割 
   下記の事務について、市は会議の意見を聴くことが必要 
   ※設置しない場合は「子どもの保護者その他子育て支援に当事者の意見を 
     聴かなければならない。 
    
    
    

法定 市町村計画の策定・変更 

認定こども園・幼稚園・保育園・地域型保育の利用定員の設定 

必要があると 
思われるもの 

認可基準（地域型保育）・運営基準の制定 

保育料の設定（認定こども園・幼稚園・保育園・地域型保育・子育
て支援事業） 

市町村計画の区域設定・ニーズ調査項目・進捗管理 
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■構成員 
   法定されていないが、審議事項を考慮すると、以下の立場の方が必要であると 
   考えている。 
   ○学識経験者 ○保育園運営関係者 ○幼稚園運営関係者 
   ○簡易保育園運営関係者 ○子育て支援団体関係者 
   ○保育園保護者 ○幼稚園保護者 ○市民公募 
■市川市の会議設置について 
   ⇒平成25年2月議会で条例提案により新設を目指し検討・調整中 
   《子ども・子育て会議と既存関連会議体のイメージ》 
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児童福祉 幼児教育 

社会福祉審議会 幼児教育振興審議会 市川市現行 

設置後 地方版子ども・子育て会議 社会福祉審議会 幼児教育振興審議会 



施行日 

■施行日  政令で定める日から 
        ※最速で平成27年4月1日 
        《例外》 
           ・地方版子ども・子育て会議での意見聴取 
            ･･･平成25年4月1日 
            ・必要な条例制定、保育の必要性認定、計画策定準備等 
            ･･･平成24年8月22日 
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本格施行までの対応：保育緊急確保事業 

■目的 
  平成26年度から本格施行までの間の保育の需要の増大 
  等への対応 
■手続きの流れ 
 国：事業の具体化（省令） 平成25年度 

平成25年度後半 計画策定（必要な事業を盛り込む） 

平成26年度 計画を国に提出 

～本格施行 保育緊急確保事業を実施 

国庫補助 
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幼稚園に関連する情報の整理 
■既存幼稚園の新制度移行に伴う選択肢 
 ①認定こども園（幼保連携型または幼稚園型）に移行 
 ②新制度の枠組みの中での幼稚園（施設型給付を受ける） 
 ③新制度の枠組みに入らない幼稚園（私学助成を継続） 
 《②と③の違い》 
 
 
 
 
 
 
  ※4ページ上部参照、公定価格の骨格は25年度中に示される予定 
 
■意向調査 
  平成26年度早い時期の実施予定 
   

② ③ 

応諾義務 あり なし 

公定価格※ あり なし 

保育料 市が設定（応能負担） 自由設定 
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■認定こども園への移行について 
 《移行の選択肢》 
  現に存する幼稚園は、設置主体によらず幼保連携型認定こども園・幼稚園型 
  認定こども園への移行が可能 
  ※宗教法人立・個人立幼稚園の幼保連携型認定こども園への移行については 
     要件有 
    ・・・新認定こども園法附則第4条（幼保連携型認定こども園の経営に必要な 
       設備・資金・財産・知識・経験・社会的信望を有する） 
  《幼保連携型認定こども園への移行の政策的促進》 
   ○現在国で検討している促進策 
    ・調理室の設置の支援 
    ・保育教諭の資格の経過措置 
    ・公定価格設定におけるインセンティブの付与 
 
■保護者の手続きの変化 
  幼稚園への入園申込に先立ち、市役所で給付の受給者証の発行を受ける 
  必要がある（新制度の枠組みに入らない幼稚園の場合には現時点では 
  不明 
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